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１ なぜ、部活動の地域移行を進める必要があるのか

２ 新潟県のこれまでの取組と進捗状況

３ 市町村の取組内容と課題

４ 最後に ～誰のための地域移行なのか～

本日の説明内容
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本県15歳人口推移

新潟県教育庁高等学校教育課調査を使用
R13以降は、「年齢（各歳）別推計人口」（新潟県統計課作成）を使用

（人）

⚫ 令和５年度から令和20年度までに約7,500人減少（190学級分に相当）
▶ 学校の小規模化・教職員定数の減少
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なぜ、部活動の地域移行を進める必要があるのか

5スポーツ庁資料抜粋



スポーツ庁資料抜粋

学校部活動から地域クラブ活動への移行の全体像（イメージ）
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◆ 令和２年度
・文科省「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」を踏まえ、
部活動改革検討委員会で地域移行について議論をスタート

◆ 令和３・４年度
・国モデル事業の実施 ４市
・部活動改革検討委員会、市町村教育委員会連絡協議会
・県スポーツ協会主催 地域ミーティング ４地域で広報活動
・「地域運動部活動制度設計の手引き」作成
・県小中学校ＰＴＡ連合会理事会での説明と広報紙への掲載 ①
・部活動改革シンポジウム開催
・リーフレット（児童生徒・保護者・教員向け）作成
・大学と連携した指導者向け研修コンテンツ作成

◆ 令和５年度
・国実証事業の実施 22市町村
・部活動改革検討委員会、市町村教育委員会連絡協議会
・県スポーツ協会主催 地域ミーティング ４地域で広報活動
・各種調査（地域クラブリスト、市町村推進計画策定状況 等）
・県小中学校ＰＴＡ連合会広報紙への掲載 ②

新潟県のこれまでの取組と進捗状況
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※詳しくは、新潟県小中学校PTA連合会HPをご覧ください。

新潟県小中学校PTA連合会広報紙への掲載
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① 令和４年２月 No.112号 ② 令和６年２月 No.116号



➢ 国が「改革推進期間」とした、令和５年度から令和７年度
までの３年間に、休日の部活動の段階的な地域移行が完了す
るよう取組を進める。

➢ 県教育委員会、県観光文化スポーツ部、公益財団法人新潟
県スポーツ協会、県中学校長会は互いに連携し、部活動の地
域移行に向けた取組を進める市町村教育委員会、スポーツ関
係団体、学校等に必要な情報の提供や指導助言を行うなど、
それぞれの取組を支援する。

➢ 市町村は、令和７年度末までの地域移行完了に向けた「市
町村の推進計画」を策定し、公表することが望ましい。

➢ 地域移行完了後は、原則休日の部活動は行わないこととす
る。

「新潟県における休日の部活動の段階的な地域移行（中学生にとって新しいスポーツ・
文化活動環境の構築）の方針」（令和５年３月）
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協議会・推進計画の整備状況（令和６年８月末時点）

新潟県の進捗状況①
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〈新潟県〉既に休日の部活動を廃止している粟島浦村除く

・協議会の設置率 100％
・推進計画の策定率 100％

〈全 国〉



長岡市スポーツ協会…子供の多様なスポーツ体験の機会の提供
アスリート人材を活用した取組

村上市…地域で活用している車両による移動手段の確保
障害の有無に関係なく参加できるインクルーシブな活動の実施

令和５年度「運動部活動の地域移行に向けた実証事業」 22市町村

新潟市、上越市、三条市、柏崎市、小千谷市、加茂市、十日町市、見附市、村上市、

燕市、糸魚川市、妙高市、阿賀野市、佐渡市、魚沼市、南魚沼市、胎内市、聖籠町、
弥彦村、出雲崎町、湯沢町、津南町（市町村実施割合 73.3％）

令和６年度「地域スポーツクラブ活動の移行に向けた実証事業」 25市町村

新潟市、上越市、三条市、柏崎市、小千谷市、加茂市、十日町市、見附市、村上市、

燕市、糸魚川市、阿賀野市、佐渡市、魚沼市、南魚沼市、胎内市、五泉市、新発田市、
聖籠町、出雲崎町、湯沢町、津南町、阿賀町、弥彦村、関川村

（市町村実施割合 83.3％）※今年度希望しない市町村においても、独自で取組を実施

受益者負担を基本とした自走化を目指した取組、運営団体の体制整備、広域連携の推進

関係団体との連携協力体制の構築、運営団体や実施主体・指導者の確保

新潟県の進捗状況②

「重点地域における政策課題への対応」 全国で７都道府県が採択



新潟県の進捗状況③
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本県市町村の取組内容

市町村 特色ある取組内容

長岡市

・ 中学校区を基本とした競技・種目毎の活動エリアを設置
・ 「さらに技能向上したい」「健康・趣味レベルで活動したい」といった生徒の多様
なニーズに応じた活動機会の確保
・ 大学生やアスリートを活用した取組

村上市
・ 総合型地域スポーツクラブを主体とした取組を展開
・ 自治体が所有するバスを活用した送迎システムの構築
・ 障害の有無に関係なく参加できるインクルーシブな活動の実施

佐渡市
・ 技能向上を目指す「スキップ型」、マリンスポーツや鬼太鼓など佐渡の特色を生
かしたスポーツ・文化活動を体験できる「エンジョイ型」の活動を実施

魚沼市 ・ 休日の地域移行と合わせて平日の地域移行も一部で実施

柏崎市
刈羽村

・ ２市村で合同地域クラブ活動を実施

※他市町村もそれぞれの推進計画に沿った取組を実施中
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本県市町村の課題として、「指導者の量の確保」の回答が最も多く、次いで「持続可能な収支構造の
構築」、「指導者の質の確保」、「移動手段の確保」、「普及啓発・理解促進」の回答が多い。

n=1,449

n=29

財源確保

普及啓発

指導者確保

移動手段確保 財源確保



R6.4.19（金）自由民主党スポーツ立国調査会・地域スポ―ツPTヒアリング資料指導者確保のための人材バンクの設置

17

県保健体育課HPより
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児童生徒のニーズや声を反映させる①

スポーツ庁資料抜粋


